
     子どもの医療費助成に係る国民健康保険の国庫負担減額措置の 

廃止と子ども医療費の助成制度の創設を求める意見書 

 

今や少子化対策は緊急の課題となっており、本市においても様々な施策を実施して

いるところであります。その重要な施策の１つが子どもの医療費助成であります。こ

れは子どもの疾病の早期発見・治療と保護者の子育てにおける経済的負担の軽減を目

的とするものであり、今や本市のみならず全国的に実施されている自治体単独の事業

となっています。 

一方、国はこのような地方自治体の現物支給方式の医療費助成の取り組みに対して、

医療費の波及増分は実施自治体が負担すべきとして、本来国が負担すべき国民健康保

険国庫負担金等の減額措置を講じています。こうした措置は、少子化に伴う人口減少

問題に取り組む国や地方自治体の努力に逆行するものであります。 

今や人口問題は喫緊の国家的課題であることに鑑み、下記の事項について強く要望

します。 

 

記 

 

１ 子どもの医療費に係る国民健康保険の国庫負担減額調整措置を廃止すること 

２ 国において子ども医療費の助成制度を創設すること 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 
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